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1　平成27年度一般会計当初予算
～課題解決先進県を目指した力強い取り組みにより、

人口減少による負のスパイラルを克服！ ～
○7年連続対前年度予算増（前年度比＋57億円）
○平成26年度2月補正予算への前倒し分（まち・ひと・しごと
創生関連等）47億円を合わせた予算総額は4,631億円（前年
度比＋104億円）

平成27年度
一般会計当初予算額　4,584億円

全国に先駆けて人口減少が進む中、人口減少による負のスパイラルを克服
するため、国のまち・ひと・しごと創生関連予算を積極的に活用し、課題
解決先進県を目指した力強い取り組みを推進！

1
（１）５つの基本政策

（２）５つの基本政策に横断的に関わる政策

①経済の活性化　～第2期産業振興計画ver.4の推進～　153億円【195億円】

③日本一の健康長寿県づくり　～第2期日本一の健康長寿県構想ver.4の推進～　407億円【409億円】

②南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化　～高知県南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～　399億円

④教育の充実と子育て支援　～高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～　202億円【203億円】

⑤インフラの充実と有効活用　1,000億円

中山間対策の充実・強化　258億円【277億円】

少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大　92億円【94億円】

※【　】は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 

　「第2期産業振興計画」をバージョン4 として改定し、これまでの産業振興計画の取り組みを土台に、「地産」「外商」を
それぞれ更にパワーアップさせ、その成果を拡大再生産につなげます。

　「第2期日本一の健康長寿県構想」をバージョン4として改定し、県民の健康づくりの支援や在宅療養ができる環境整
備、地域福祉活動を支える高知型福祉の基盤整備を推進します。 

　「第２期南海トラフ地震対策行動計画」の最終年度である平成27年度は目標の達成に向け、「命を守る」対策に引き
続き最優先で取り組むとともに、助かった「命をつなぐ」応急期の対策に全力で取り組みます。

　「高知県教育振興基本計画 重点プラン」に掲げた目標の達成に向けて、「知」「徳」「体」のさらなるステップアップに
向けた取り組みを進めます。

　南海トラフ地震や自然災害から県民の命と財産を守るため、事前防災・再度災害防止対策を加速化するとともに、計
画的に進めている新図書館整備などの大規模建設事業を着実に推進します。

　集落活動センターの普及・拡大を中心に、中山間地域の生活を守り、産業をつくる対策をさらに充実・強化します。

　待ったなしの少子化対策を抜本強化するとともに、女性の活躍の場の拡大に向けた取り組みを強力に推進します。
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経済の活性化対策、南海トラフ地震対策などを大幅に加速しながらも、財
政の健全性を確保２

▼ ▼ ▼  歳入の確保・歳出削減の取り組み 

▼ ▼ ▼

基金残高と県債残高のバランスをとりながら、今後も安定的な財政運営に取り組む。

▼ ▼ ▼  中長期的な財政運営を見据えた財源不足額への対応 

▼ ▼ ▼
●県税と地方消費税清算金の大幅増により、前年度を大きく上回る一般財源を確保しました。

●退職手当が増額する見込みにも関わらず、増加した一般財源を活用し、退職手当債の発行を前年度比10億円減の30億円に抑制
して将来負担を軽減することに併せて、財政調整的基金の取り崩しを抑え、将来への備えを確保しました。

●さらに、 ①行政のスリム化の推進
②地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金など、国の有利な財源の活用
③課題解決先進枠の活用による積極的なスクラップアンドビルド
など、歳入の確保と歳出の削減に積極的に取り組みました。

3,098億円（対前年度比116億円、+3.9％）

平成27年度
当初予算

課題解決先進枠
のポイント

○事業の積極的なスクラップアンドビルドを進め、前年度予算額から削減した額の1.5倍まで要
求可能とし、課題解決先進県を目指した事業への重点的な配分を行う仕組み。
○裁量的経常経費に△5％のマイナスシーリングを設定したうえで、枠を拡充
　⇒前年度を上回る事業の見直しと、課題解決のための事業のさらなるバージョンアップを実現
　　　スクラップ：約14.7億円（152件）（対前年度比+0.1億円、+7件）
　　　ビルド　　：約28億円（前年度比+1億円）

財源不足額は127億円（退職手当債除き97億円）
※経済の活性化対策や南海トラフ地震対策など、直ちに講ずべき対策に積極的に対応しながら
も、財源不足額を近年と同水準まで圧縮
（参考）財源不足額の推移（当初予算時）
　　　　H21:174億円　H22:52億円　H23:51億円　H24:134億円　H25:141億円　Ｈ26:104億円 

課題解決のための積極型予算の編成を行いつつ、
財政の健全化に向けた後年度負担の軽減と将来への一定の備えの確保

財政調整的基金残高は昨年の9月推計比54億円増
○H26.9月収支見通し時159億円
　→当初予算編成後のH27年度末見込み213億円

県債残高は21億円減少（※臨時財政対策債を除く）
○H26末見込5,017億円
　→H27末推計4,996億円（5,000億円を下回るのは21年ぶり）
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2　５つの基本政策関連予算等のポイント
（１）５つの基本政策

経済の活性化	 153億円（前年度比△52億円）
	 【195億円】（前年度比△10億円）１

※【　　】は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 

※前年度比減は、バイオマス発電事業（△35億円）の
終了やグリーンニューディール基金補助事業（△
12億円）の減によるもの

第2期産業振興計画ver.4　　７つの改定のポイント

外商活動の全国展開の強化や輸出振興の本格化！ 

新技術の導入による第一次産業のステージアップ！

400万人観光の定着と国際観光の抜本強化！ 

本県の強みである紙産業の更なる競争力強化！

産学官民連携によるイノベーションの創出！ 

人財確保・事業承継の取組強化！

「地産外商」の成果を更なる雇用の増加へ！

・外商活動の全国展開をさらに強化するとともに、これまでの食品に加え、機械系も含めた輸出振興
の取り組みを本格化します。

＜農業＞　 
・環境制御技術を導入した「次世代型こうち新施設園芸システム」を県域へ普及促進します。
・本県農業のステージアップをもたらす経営体の県内外からの参入を支援します。
 ＜林業＞　 
・CLTパネルの前工程となるラミナ（板材）の生産工場整備支援等によるCLT関連産業をスタートさせます。 
・技術力向上や安全対策、道具レンタルなど小規模林業者のニーズに応じた施策のパッケージ化によ

る支援を行います。
＜水産業＞
・「高知家の魚応援の店」や「築地にっぽん漁港市場」を活用し、県産水産物の外商機能を強化します。
・カンパチ・クロマグロ人工種苗の量産化による種苗生産・中間育成ビジネスを展開します。

・400万人観光の定着を目指し、地域が一体となった戦略的な観光地づくりを進めるとともに、海
外からのさらなる誘客を目指し、国際観光の取り組みを抜本強化します。

・技術や製品開発の拠点である紙産業技術センターの機能強化を図り、高付加価値製品の開発などを
促進するとともに、「高知県紙産業の在り方検討会」の議論を踏まえた取り組みを推進します。

・「知」「交流」「人材育成」の拠点「産学官民連携センター」を開設し、産学官民連携に関する相談
や事業化に向けた支援プログラム、ビジネスチャンスにつなげる交流事業、土佐まるごとビジネス
アカデミーなどの人材育成を実施します。

・経営の拡大等につなげるため、県内事業者の円滑な事業承継や中核人材のマッチングを行う「事業
承継・人材確保センター」を設置します。

・全国の林業をリードできる人材などを輩出する「林業学校」を開校します。

・設備投資を支援する補助制度を強化するとともに、複数の補助金を統合した「ものづくり産業強化
事業費補助金」を創設します。

改定の
ポイント1

改定の
ポイント3

改定の
ポイント2

改定の
ポイント4
改定の
ポイント5
改定の
ポイント6
改定の
ポイント7

①政策どうしの連携によりプラスのスパイラルを生み出す！

②様々な対外的な連携を強化！

全力で「地産外商」を進めるにあたって、次の方針に基づき実施
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南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化　399億円（前年度比＋37億円）2
①震災に強い人づくりのために　～県民みんなで南海トラフ地震に備える～

②被害を軽減するために　～発生時の被害を最小化する～

③応急対策の速やかな実行のために　～救助救出、救護活動を行い、被害の拡大を防ぐ～

④着実な復旧・復興のために　～巨大災害から一日も早く立ち直る～

○県民みんなが「正しく恐れ」適切に行動する

　・県民みんなが正しい知識を身に付け、行動できるよう、啓発活動を強化

します。

　・命をつなぐ対策を円滑に行えるよう、総合防災訓練など、関係機関によ

る実践的訓練を実施します。

○揺れ・津波に備える

　・津波避難対策等加速化臨時交付金を1年間延長し、避難路や避難場所等の整備を加速化します。

　・建築物倒壊による避難路等の閉塞リスク低減のため、県指定道路沿道の耐震診断義務化建築物の耐震化を支

援します。

○火災に備える

　・地震火災対策を推進する地域の延焼シミュレーション等を実施し、市町の地震火災避難計画の策定を支援し

ます。

○土砂災害（山津波）に備える

　・土砂災害警戒区域の指定を加速化するとともに啓発冊子・危険箇所マップの全戸配布や住民の避難行動に結

びつく訓練等を実施します。

○被災者の支援を行う

　・避難所確保の取り組みを引き続き推進するとともに、避難所の運営を地域の皆さまに担っていただくための

運営マニュアルの作成を支援します（モデル避難所10カ所）

○早期の救助救出と援護活動を行う

　・地域の医療資源を総動員し、負傷者により近い場所での「前方展開型」の医療救護活動を強化するため、災

害時医療救護計画に基づく地域での対策を支援します。

○輸送手段を確保する

　・迅速な救命・救護活動に必要な緊急輸送道路を確保するため、「高知県道路啓開計画」に基づく緊急輸送道

路の防災対策などを実施します。

○事業活動を継続する

　・事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を支援します。

○復旧・復興に備える

　・災害から一日も早く復興するために復興方針の事前検討などを実施します。

南海トラフ地震対策関連予算

400

500

100

200

300

0
H24 H25 H26

169
256

362

H27

399

（億円）

　県内５地域に設置している「南海トラフ地震対策推進地域本部」の専任職員を８名増員
（17名→25名）するとともに、各土木事務所と各福祉保健所の職員26名を兼務職員とし、
51名体制とし、市町村や各地域の支援体制を大幅に強化します。

地 域 防 災 体 制 の 強 化
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日本一の健康長寿県づくり	 407億円（前年度比±0億円）　
	 【409億円】（前年度比＋2億円）

教育の充実と子育て支援	 202億円（前年度比＋2億円）
	 【203億円】（前年度比＋3億円）

3

4

①県民自らが病気を予防し、生涯を健康に暮らす

厳しい環境にある子どもたちへの支援

学力・体力のさらなる向上に向けた取り組み

県立高等学校の再編振興計画の推進

 ②県民とともに医療環境を守り育てる

 ③ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現

・副読本を活用した健康教育を徹底するとともに、「体育・健康アドバイザー」や指導主事の小中学校への派遣

などを通じ、学校ぐるみの健康教育の取り組みを支援します。

・がんの早期発見・早期治療に向けたがん検診の受診を促進するため、対象者への個別通知の拡充など受診勧奨

の取り組みを強化します。

・働き盛り世代の生活習慣の改善を促す「特定健診」の受診率のさらなる向上を目指し、受診勧奨を強化すると

ともに、血管病予防のため、高血圧・たばこ・糖尿病対策を強化します。

・貧困等の厳しい環境にある子どもたちへの十分な学習機会を確保するため、小中学校での放課後等の補充学習

を充実・強化します。

・特に厳しい環境にある子どもたちの支援強化のため、社会福祉などの専門的な知識・技術を持つスクールソー

シャルワーカーを高知市などに重点配置します。

・小中学校での国語・算数・数学の思考力・判断力・表現力向上に向けた取り組みをさらに推進します。

・義務教育段階の学習内容を立ち返りながら学習できる教材の作成・活用など高校生の学力向上に向けた取り組

みをさらに推進します。

・2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催決定を機に、「スポーツ推進プロジェクト実施計画」に基づ

いた子どもたちの体力向上の取り組みや選手・指導者の育成、スポーツ施設の計画的な整備などを推進します。

・新たな中高一貫教育校と高吾地域拠点校の施設整備を推進します。

・高知南中高校・高知西高校におけるグローバル教育推進プログラムの実践・検証を実施します。

・中山間地域等でも在宅療養ができる体制を整備するため、訪問看護師の確保・育成の取り組みを強化します。

・医師の確保・定着に向けて、医学生への奨学金の貸与や、若手医師のキャリア形成を支援します。

・難病患者とご家族への相談支援体制を充実するため、「難病相談支援センター」を設置します。

・「あったかふれあいセンター」などを新たな介護予防サービスの提供拠点として積極的に活用する取り組みを

支援します。

・低所得や独居など配慮が必要な高齢者が、安心して暮らし続けるための住まいの整備を支援します。

・福祉・介護分野の人材を確保するため、福祉人材センターの体制を強化するとともに、福祉人材センターと福

祉研修センターとの連携を強化します。

・児童虐待の問題などに迅速かつ適切に対応するため、中央児童相談所の組織運営体制を強化します。

保健

医療

福祉
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インフラの充実と有効活用　1,000億円（前年度比＋7億円）

中山間対策の充実・強化	 258億円（前年度比＋8億円）
	 【277億円】（前年度比＋27億円）

少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大	 92億円（前年度比＋9億円）
	 【94億円】（前年度比＋11億円）

５
・「四国８の字ネットワーク」や「1.5車線的道路」の整備を着実に推進します。

・橋梁の耐震補強や道路の法面防災対策、河川・海岸堤防の地震・津波対策など公共施設の南海トラフ地震対策

を加速化します。

・平成26年8月豪雨により浸水被害が発生した宇治川・日下川流域等の再度災害防止対策を推進します。

・計画的に進めている新図書館や新資料館など、大規模な建築物の整備を継続します。

集落活動センターの推進

・国の地方創生関連交付金を活用し、「集落活動センター」の経済活動の拡充に向けた取り組みを支援します。

中山間地域の未来を担う人材の育成・確保

・中山間地域の未来を担う人材の育成・確保のため、高知ふるさと応援隊へのサポートを強化するとともに、地

方暮らしを志向する都市部の人材と地域のニーズのマッチングを支援します。

鳥獣被害対策

・シカ等による被害を大幅に軽減するため、モデル集落での成功事例を県内全域へ普及・拡大します。

少子化対策の抜本強化

・「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」に保健師などの専門職員を配置し、ライフステージに応じた

切れ目のない相談体制を強化します。

女性の活躍の場の拡大

・「高知家の女性しごと応援室」に新たに求人開拓員を配置し、女性の就労支援を強化します。

（２）５つの基本政策に横断的に関わる政策



●このパンフレットは再生紙を使用しています。このパンフレットは宝くじの収益金の一部で作成しています。　　高知県

高知県
高知県財政課 TEL:088-823-9302 E-mail:110401@ken.pref.kochi.lg.jp
ホームページではこのパンフレットの内容のほか、高知県財政に関する情報をご覧いただくことができます。

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/110401


